
１　事業所数及び従業者数の推移

418人(3.2％)増加しました。

(2.2％)減少しました。

対前回増減数 対前回増減率 対前回増減数 対前回増減率

2009年（平成21年）7月1日 23,553 - - 230,350 - -

2014年（平成26年）7月1日 22,206 △ 1,347 △ 5.7 225,927 △ 4,423 △ 1.9

対前回増減数 対前回増減率 対前回増減数 対前回増減率

2009年（平成21年）7月1日 555 - - 13,019 - -
2014年（平成26年）7月1日 523 △ 32 △ 5.8 13,437 418 3.2

対前回増減数 対前回増減率 対前回増減数 対前回増減率

2009年（平成21年）7月1日 22,998 - - 217,331 - -
2012年（平成24年）2月1日 21,666 △ 1,332 △ 5.8 206,888 △ 10,443 △ 4.8

2014年（平成26年）7月1日 21,683 17 0.1 212,490 5,602 2.7

は「経済センサス-活動調査」結果です。

調査年月日
全事業所のうち　民営事業所

事業所数

事業所数 従業者数

調査年月日
全事業所のうち　国，地方公共団体

事業所数 従業者数

※ 2009年（平成21年）7月1日及び2014年（平成26年）7月1日は「経済センサス-基礎調査」，2012年（平成24年）2月1日

福　山　市　の　概　要

「経済センサス」事業所数及び従業者数の推移
　(単位：事業所，％，人)

「経済センサス－基礎調査」結果による2014年（平成26年）7月1日現在の福山市の
全事業所数（事業内容等不詳の事業所を除きます。）は22,206事業所，従業者数は

また，民営事業所は，21,683事業所，従業者数212,490人となっており,前回の調査

1,347事業所(5.7％)減少，従業者数で4,423人(1.9％)減少しました。
225,927人となっています。これは前回調査(2009年（平成21年）)に比べ，事業所数で

そのうち，国，地方公共団体は，523事業所，従業者数13,437人となっており,前回
の調査(2009年(平成21年))に比べ，事業所数で32事業所(5.8％)減少，従業者数で

全事業所
調査年月日

従業者数

(2009年(平成21年))に比べ，事業所数で1,315事業所(5.7％)減少，従業者数で4,841人

以下の文章及び表及び図中において，「従業者数」は男女別不詳を含む数値です。

「１事業所数及び従業者数の推移」では，文章及び表中において，「平成21年経済センサス-

基礎調査」（調査日：2009年（平成21年）7日1日）を前回調査として比較を行っています。

「２産業大分類別」以降は，文章，表及び図中において，「平成24年経済センサス-活動調

査」（調査日：2012年（平成24年）2月1日）を前回調査として，民営事業所の数値を用いて比較

を行っています。
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　(単位：事業所，人)

Ａ～Ｓ 全産業 23,553 230,350 22,206 225,927

Ａ～Ｂ 農林漁業 39 511 42 322

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 2 6 1 2

Ｄ 建設業 2,072 17,442 1,840 15,220

Ｅ 製造業 2,897 47,132 2,671 44,868

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 24 1,029 18 873

Ｇ 情報通信業 196 2,479 157 1,906

Ｈ 運輸業，郵便業 589 17,131 521 14,337

Ｉ 卸売業，小売業 6,124 46,610 5,647 45,459

Ｊ 金融業，保険業 382 4,408 375 4,189

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,542 4,656 1,479 4,652

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 861 6,172 823 5,801

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 2,698 18,578 2,427 18,122

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,052 9,876 2,008 9,080

Ｏ 教育，学習支援業 905 9,398 931 10,508

Ｐ 医療，福祉 1,527 24,784 1,710 29,359

Ｑ 複合サービス事業 155 1,609 140 1,903

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 1,411 14,691 1,335 15,475

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 77 3,838 81 3,851

　(単位：事業所，人)

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

Ａ～Ｓ 全産業 555 13,019 523 13,437

Ａ～Ｂ 農林漁業 1 2 1 5

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 - - - -

Ｄ 建設業 - - - -

Ｅ 製造業 - - - -

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 13 387 8 324

Ｇ 情報通信業 - - - -

Ｈ 運輸業，郵便業 - - - -

Ｉ 卸売業，小売業 1 4 - -

Ｊ 金融業，保険業 - - - -

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1 12 2 13

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 7 258 6 239

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 4 49 2 32

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2 260 - -

Ｏ 教育，学習支援業 255 5,118 249 5,629

Ｐ 医療，福祉 170 2,589 155 2,889

Ｑ 複合サービス事業 - - - -

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 24 502 19 455

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 77 3,838 81 3,851

　(単位：事業所，人)

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 22,998 217,331 21,666 206,888 21,683 212,490

Ａ～Ｂ 農林漁業 38 509 40 316 41 317

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 2 6 4 12 1 2

Ｄ 建設業 2,072 17,442 1,884 15,522 1,840 15,220

Ｅ 製造業 2,897 47,132 2,764 45,487 2,671 44,868

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 11 642 10 569 10 549

Ｇ 情報通信業 196 2,479 181 2,180 157 1,906

Ｈ 運輸業，郵便業 589 17,131 543 15,454 521 14,337

Ｉ 卸売業，小売業 6,123 46,606 5,595 43,813 5,647 45,459

Ｊ 金融業，保険業 382 4,408 353 4,041 375 4,189

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,541 4,644 1,456 4,339 1,477 4,639

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 854 5,914 797 4,914 817 5,562

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 2,694 18,529 2,436 17,486 2,425 18,090

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,050 9,616 2,032 9,660 2,008 9,080

Ｏ 教育，学習支援業 650 4,280 633 4,432 682 4,879

Ｐ 医療，福祉 1,357 22,195 1,407 23,483 1,555 26,470

Ｑ 複合サービス事業 155 1,609 148 1,434 140 1,903

Ｒ サービス業(他に分類されないもの) 1,387 14,189 1,383 13,746 1,316 15,020

※「経済センサス-活動調査」は民営事業所のみを対象とした調査です。

産業大分類別事業所数及び従業者数（国，地方公共団体）

産　業　大　分　類

「平成21年経済セン
サス‐基礎調査」

「平成26年経済セン
サス‐基礎調査」

産業大分類別事業所数及び従業者数（全事業所）

産業大分類

「平成21年経済セン
サス‐基礎調査」

「平成26年経済セン
サス‐基礎調査」

2009年（平成21年）
7月1日

2014年（平成26年）
7月1日

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

全事業所

2009年（平成21年）
7月1日

2014年（平成26年）
7月1日

全事業所のうち　国，地方公共団体

2012年（平成24年）
2月1日

2014年（平成26年）
7月1日

全事業所のうち　民営事業所

産業大分類別事業所数及び従業者数（民営事業所）

産　業　大　分　類

「平成21年経済セン
サス‐基礎調査」

「平成24年経済セン
サス‐活動調査」

「平成26年経済セン
サス‐基礎調査」

2009年（平成21年）
7月1日



　(単位：事業所，人)

Ａ～Ｓ 全産業 23,553 230,350 22,206 225,927

Ａ～Ｂ 農林漁業 39 511 42 322

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 2 6 1 2

Ｄ 建設業 2,072 17,442 1,840 15,220

Ｅ 製造業 2,897 47,132 2,671 44,868

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 24 1,029 18 873

Ｇ 情報通信業 196 2,479 157 1,906

Ｈ 運輸業，郵便業 589 17,131 521 14,337

Ｉ 卸売業，小売業 6,124 46,610 5,647 45,459

Ｊ 金融業，保険業 382 4,408 375 4,189

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,542 4,656 1,479 4,652

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 861 6,172 823 5,801

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 2,698 18,578 2,427 18,122

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,052 9,876 2,008 9,080

Ｏ 教育，学習支援業 905 9,398 931 10,508

Ｐ 医療，福祉 1,527 24,784 1,710 29,359

Ｑ 複合サービス事業 155 1,609 140 1,903

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 1,411 14,691 1,335 15,475

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 77 3,838 81 3,851

　(単位：事業所，人)

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

Ａ～Ｓ 全産業 555 13,019 523 13,437

Ａ～Ｂ 農林漁業 1 2 1 5

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 - - - -

Ｄ 建設業 - - - -

Ｅ 製造業 - - - -

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 13 387 8 324

Ｇ 情報通信業 - - - -

Ｈ 運輸業，郵便業 - - - -

Ｉ 卸売業，小売業 1 4 - -

Ｊ 金融業，保険業 - - - -

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1 12 2 13

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 7 258 6 239

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 4 49 2 32

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2 260 - -

Ｏ 教育，学習支援業 255 5,118 249 5,629

Ｐ 医療，福祉 170 2,589 155 2,889

Ｑ 複合サービス事業 - - - -

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 24 502 19 455

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 77 3,838 81 3,851

　(単位：事業所，人)

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 22,998 217,331 21,666 206,888 21,683 212,490

Ａ～Ｂ 農林漁業 38 509 40 316 41 317

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 2 6 4 12 1 2

Ｄ 建設業 2,072 17,442 1,884 15,522 1,840 15,220

Ｅ 製造業 2,897 47,132 2,764 45,487 2,671 44,868

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 11 642 10 569 10 549

Ｇ 情報通信業 196 2,479 181 2,180 157 1,906

Ｈ 運輸業，郵便業 589 17,131 543 15,454 521 14,337

Ｉ 卸売業，小売業 6,123 46,606 5,595 43,813 5,647 45,459

Ｊ 金融業，保険業 382 4,408 353 4,041 375 4,189

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,541 4,644 1,456 4,339 1,477 4,639

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 854 5,914 797 4,914 817 5,562

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 2,694 18,529 2,436 17,486 2,425 18,090

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,050 9,616 2,032 9,660 2,008 9,080

Ｏ 教育，学習支援業 650 4,280 633 4,432 682 4,879

Ｐ 医療，福祉 1,357 22,195 1,407 23,483 1,555 26,470

Ｑ 複合サービス事業 155 1,609 148 1,434 140 1,903

Ｒ サービス業(他に分類されないもの) 1,387 14,189 1,383 13,746 1,316 15,020

※「経済センサス-活動調査」は民営事業所のみを対象とした調査です。

産業大分類別事業所数及び従業者数（国，地方公共団体）

産　業　大　分　類

「平成21年経済セン
サス‐基礎調査」

「平成26年経済セン
サス‐基礎調査」

産業大分類別事業所数及び従業者数（全事業所）

産業大分類

「平成21年経済セン
サス‐基礎調査」

「平成26年経済セン
サス‐基礎調査」

2009年（平成21年）
7月1日

2014年（平成26年）
7月1日

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

全事業所

2009年（平成21年）
7月1日

2014年（平成26年）
7月1日

全事業所のうち　国，地方公共団体

2012年（平成24年）
2月1日

2014年（平成26年）
7月1日

全事業所のうち　民営事業所

産業大分類別事業所数及び従業者数（民営事業所）

産　業　大　分　類

「平成21年経済セン
サス‐基礎調査」

「平成24年経済セン
サス‐活動調査」

「平成26年経済セン
サス‐基礎調査」

2009年（平成21年）
7月1日

２　産業大分類別（民営事業所）

「従業者数」の割合が最も高い産業大分類も「卸売業，小売業」

(１) 事業所数

く）の26.0％を占めています。

9.3％），「建設業」の1,840事業所（同8.5％）と続いています。

ています。

2012年 2014年

（平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日

Ａ～Ｒ 全産業（Ｓ公務を除く） 21,666 21,683 17 0.1 100.0

Ａ～Ｂ 農林漁業 40 41 1 2.5 0.2

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 4 1 △ 3 △ 75.0 0.0

Ｄ 建設業 1,884 1,840 △ 44 △ 2.3 8.5

Ｅ 製造業 2,764 2,671 △ 93 △ 3.4 12.3

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 10 10 - 0.0 0.0

Ｇ 情報通信業 181 157 △ 24 △ 13.3 0.7

Ｈ 運輸業，郵便業 543 521 △ 22 △ 4.1 2.4

Ｉ 卸売業，小売業 5,595 5,647 52 0.9 26.0

Ｊ 金融業，保険業 353 375 22 6.2 1.7

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,456 1,477 21 1.4 6.8

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 797 817 20 2.5 3.8

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 2,436 2,425 △ 11 △ 0.5 11.2

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,032 2,008 △ 24 △ 1.2 9.3

Ｏ 教育，学習支援業 633 682 49 7.7 3.1

Ｐ 医療，福祉 1,407 1,555 148 10.5 7.2

Ｑ 複合サービス事業 148 140 △ 8 △ 5.4 0.6

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 1,383 1,316 △ 67 △ 4.8 6.1

(２) 従業者数

の21.4％を占めています。

（同7.2％）と続いています。
　上位3産業で全体の55.0％を占め，上位5産業でみると全体の70.6％を占めています。

しています。

2012年 2014年

（平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日

Ａ～Ｒ 全産業（Ｓ公務を除く） 206,888 212,490 5,602 2.7 100.0

Ａ～Ｂ 農林漁業 316 317 1 0.3 0.1

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 12 2 △ 10 △ 83.3 0.0

Ｄ 建設業 15,522 15,220 △ 302 △ 1.9 7.2

Ｅ 製造業 45,487 44,868 △ 619 △ 1.4 21.1

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 569 549 △ 20 △ 3.5 0.3

Ｇ 情報通信業 2,180 1,906 △ 274 △ 12.6 0.9

Ｈ 運輸業，郵便業 15,454 14,337 △ 1,117 △ 7.2 6.7

Ｉ 卸売業，小売業 43,813 45,459 1,646 3.8 21.4

Ｊ 金融業，保険業 4,041 4,189 148 3.7 2.0

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 4,339 4,639 300 6.9 2.2

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 4,914 5,562 648 13.2 2.6

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 17,486 18,090 604 3.5 8.5

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 9,660 9,080 △ 580 △ 6.0 4.3

Ｏ 教育，学習支援業 4,432 4,879 447 10.1 2.3

Ｐ 医療，福祉 23,483 26,470 2,987 12.7 12.5

Ｑ 複合サービス事業 1,434 1,903 469 32.7 0.9

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 13,746 15,020 1,274 9.3 7.1

(３)男女別

業，小売業」の22,251人が最も多いです。

高く，女性は「医療，福祉」の75.0％が最も高いです。

2014年

（平成26年）

7月1日 ※ 男 女

Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 212,490 119,351 93,083 56.2 43.8

Ａ～Ｂ 農林漁業 317 221 96 69.7 30.3

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 2 1 1 50.0 50.0

Ｄ 建設業 15,220 12,518 2,701 82.2 17.7

Ｅ 製造業 44,868 32,061 12,807 71.5 28.5

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 549 485 64 88.3 11.7

Ｇ 情報通信業 1,906 1,331 575 69.8 30.2

Ｈ 運輸業，郵便業 14,337 12,219 2,118 85.2 14.8

Ｉ 卸売業，小売業 45,459 23,174 22,251 51.0 48.9

Ｊ 金融業，保険業 4,189 2,045 2,144 48.8 51.2

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 4,639 2,584 2,055 55.7 44.3

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 5,562 3,764 1,798 67.7 32.3

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 18,090 6,559 11,510 36.3 63.6

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 9,080 3,618 5,462 39.8 60.2

Ｏ 教育，学習支援業 4,879 2,238 2,641 45.9 54.1

Ｐ 医療，福祉 26,470 6,614 19,856 25.0 75.0

Ｑ 複合サービス事業 1,903 1,150 753 60.4 39.6

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 15,020 8,769 6,251 58.4 41.6

※男女別不詳の従業者を含むため，男性と女性の合計とは一致しません。

男女別の従業者数をみると，男性は「製造業」の32,061人が最も多く，女性は「卸売

従業者数の男女構成をみると，男性は「電気・ガス・熱供給・水道業」の88.3％が最も

産業大分類別男女別従業者数　(民営事業所)
　(単位：人，％)

産業大分類

従業者数　(民営事業所)

女男
構成比

産業大分類

12.5％）,「宿泊業，飲食サービス業」の18,090人（同8.5％），「建設業」の15,220人

前回調査(2012年(平成24年))と比べると，17産業のうち，10産業で増加，7産業で減少

対前回
増減数

対前回
増減率

構成比
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２　産業大分類別（民営事業所）

「従業者数」の割合が最も高い産業大分類も「卸売業，小売業」

(１) 事業所数

く）の26.0％を占めています。

9.3％），「建設業」の1,840事業所（同8.5％）と続いています。

ています。

2012年 2014年

（平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日

Ａ～Ｒ 全産業（Ｓ公務を除く） 21,666 21,683 17 0.1 100.0

Ａ～Ｂ 農林漁業 40 41 1 2.5 0.2

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 4 1 △ 3 △ 75.0 0.0

Ｄ 建設業 1,884 1,840 △ 44 △ 2.3 8.5

Ｅ 製造業 2,764 2,671 △ 93 △ 3.4 12.3

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 10 10 - 0.0 0.0

Ｇ 情報通信業 181 157 △ 24 △ 13.3 0.7

Ｈ 運輸業，郵便業 543 521 △ 22 △ 4.1 2.4

Ｉ 卸売業，小売業 5,595 5,647 52 0.9 26.0

Ｊ 金融業，保険業 353 375 22 6.2 1.7

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,456 1,477 21 1.4 6.8

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 797 817 20 2.5 3.8

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 2,436 2,425 △ 11 △ 0.5 11.2

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,032 2,008 △ 24 △ 1.2 9.3

Ｏ 教育，学習支援業 633 682 49 7.7 3.1

Ｐ 医療，福祉 1,407 1,555 148 10.5 7.2

Ｑ 複合サービス事業 148 140 △ 8 △ 5.4 0.6

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 1,383 1,316 △ 67 △ 4.8 6.1

(２) 従業者数

の21.4％を占めています。

（同7.2％）と続いています。
　上位3産業で全体の55.0％を占め，上位5産業でみると全体の70.6％を占めています。

しています。

2012年 2014年

（平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日

Ａ～Ｒ 全産業（Ｓ公務を除く） 206,888 212,490 5,602 2.7 100.0

Ａ～Ｂ 農林漁業 316 317 1 0.3 0.1

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 12 2 △ 10 △ 83.3 0.0

Ｄ 建設業 15,522 15,220 △ 302 △ 1.9 7.2

Ｅ 製造業 45,487 44,868 △ 619 △ 1.4 21.1

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 569 549 △ 20 △ 3.5 0.3

Ｇ 情報通信業 2,180 1,906 △ 274 △ 12.6 0.9

Ｈ 運輸業，郵便業 15,454 14,337 △ 1,117 △ 7.2 6.7

Ｉ 卸売業，小売業 43,813 45,459 1,646 3.8 21.4

Ｊ 金融業，保険業 4,041 4,189 148 3.7 2.0

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 4,339 4,639 300 6.9 2.2

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 4,914 5,562 648 13.2 2.6

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 17,486 18,090 604 3.5 8.5

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 9,660 9,080 △ 580 △ 6.0 4.3

Ｏ 教育，学習支援業 4,432 4,879 447 10.1 2.3

Ｐ 医療，福祉 23,483 26,470 2,987 12.7 12.5

Ｑ 複合サービス事業 1,434 1,903 469 32.7 0.9

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 13,746 15,020 1,274 9.3 7.1

(３)男女別

業，小売業」の22,251人が最も多いです。

高く，女性は「医療，福祉」の75.0％が最も高いです。

2014年

（平成26年）

7月1日 ※ 男 女

Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 212,490 119,351 93,083 56.2 43.8

Ａ～Ｂ 農林漁業 317 221 96 69.7 30.3

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 2 1 1 50.0 50.0

Ｄ 建設業 15,220 12,518 2,701 82.2 17.7

Ｅ 製造業 44,868 32,061 12,807 71.5 28.5

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 549 485 64 88.3 11.7

Ｇ 情報通信業 1,906 1,331 575 69.8 30.2

Ｈ 運輸業，郵便業 14,337 12,219 2,118 85.2 14.8

Ｉ 卸売業，小売業 45,459 23,174 22,251 51.0 48.9

Ｊ 金融業，保険業 4,189 2,045 2,144 48.8 51.2

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 4,639 2,584 2,055 55.7 44.3

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 5,562 3,764 1,798 67.7 32.3

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 18,090 6,559 11,510 36.3 63.6

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 9,080 3,618 5,462 39.8 60.2

Ｏ 教育，学習支援業 4,879 2,238 2,641 45.9 54.1

Ｐ 医療，福祉 26,470 6,614 19,856 25.0 75.0

Ｑ 複合サービス事業 1,903 1,150 753 60.4 39.6

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 15,020 8,769 6,251 58.4 41.6

※男女別不詳の従業者を含むため，男性と女性の合計とは一致しません。

男女別の従業者数をみると，男性は「製造業」の32,061人が最も多く，女性は「卸売

従業者数の男女構成をみると，男性は「電気・ガス・熱供給・水道業」の88.3％が最も
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２　産業大分類別（民営事業所）

「従業者数」の割合が最も高い産業大分類も「卸売業，小売業」

(１) 事業所数

く）の26.0％を占めています。

9.3％），「建設業」の1,840事業所（同8.5％）と続いています。

ています。

2012年 2014年

（平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日

Ａ～Ｒ 全産業（Ｓ公務を除く） 21,666 21,683 17 0.1 100.0

Ａ～Ｂ 農林漁業 40 41 1 2.5 0.2

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 4 1 △ 3 △ 75.0 0.0

Ｄ 建設業 1,884 1,840 △ 44 △ 2.3 8.5

Ｅ 製造業 2,764 2,671 △ 93 △ 3.4 12.3

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 10 10 - 0.0 0.0

Ｇ 情報通信業 181 157 △ 24 △ 13.3 0.7

Ｈ 運輸業，郵便業 543 521 △ 22 △ 4.1 2.4

Ｉ 卸売業，小売業 5,595 5,647 52 0.9 26.0

Ｊ 金融業，保険業 353 375 22 6.2 1.7

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,456 1,477 21 1.4 6.8

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 797 817 20 2.5 3.8

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 2,436 2,425 △ 11 △ 0.5 11.2

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,032 2,008 △ 24 △ 1.2 9.3

Ｏ 教育，学習支援業 633 682 49 7.7 3.1

Ｐ 医療，福祉 1,407 1,555 148 10.5 7.2

Ｑ 複合サービス事業 148 140 △ 8 △ 5.4 0.6

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 1,383 1,316 △ 67 △ 4.8 6.1

(２) 従業者数

の21.4％を占めています。

（同7.2％）と続いています。
　上位3産業で全体の55.0％を占め，上位5産業でみると全体の70.6％を占めています。

しています。

2012年 2014年

（平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日

Ａ～Ｒ 全産業（Ｓ公務を除く） 206,888 212,490 5,602 2.7 100.0

Ａ～Ｂ 農林漁業 316 317 1 0.3 0.1

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 12 2 △ 10 △ 83.3 0.0

Ｄ 建設業 15,522 15,220 △ 302 △ 1.9 7.2

Ｅ 製造業 45,487 44,868 △ 619 △ 1.4 21.1

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 569 549 △ 20 △ 3.5 0.3

Ｇ 情報通信業 2,180 1,906 △ 274 △ 12.6 0.9

Ｈ 運輸業，郵便業 15,454 14,337 △ 1,117 △ 7.2 6.7

Ｉ 卸売業，小売業 43,813 45,459 1,646 3.8 21.4

Ｊ 金融業，保険業 4,041 4,189 148 3.7 2.0

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 4,339 4,639 300 6.9 2.2

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 4,914 5,562 648 13.2 2.6

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 17,486 18,090 604 3.5 8.5

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 9,660 9,080 △ 580 △ 6.0 4.3

Ｏ 教育，学習支援業 4,432 4,879 447 10.1 2.3

Ｐ 医療，福祉 23,483 26,470 2,987 12.7 12.5

Ｑ 複合サービス事業 1,434 1,903 469 32.7 0.9

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 13,746 15,020 1,274 9.3 7.1

(３)男女別

業，小売業」の22,251人が最も多いです。

高く，女性は「医療，福祉」の75.0％が最も高いです。

2014年

（平成26年）

7月1日 ※ 男 女

Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 212,490 119,351 93,083 56.2 43.8

Ａ～Ｂ 農林漁業 317 221 96 69.7 30.3

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 2 1 1 50.0 50.0

Ｄ 建設業 15,220 12,518 2,701 82.2 17.7

Ｅ 製造業 44,868 32,061 12,807 71.5 28.5

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 549 485 64 88.3 11.7

Ｇ 情報通信業 1,906 1,331 575 69.8 30.2

Ｈ 運輸業，郵便業 14,337 12,219 2,118 85.2 14.8

Ｉ 卸売業，小売業 45,459 23,174 22,251 51.0 48.9

Ｊ 金融業，保険業 4,189 2,045 2,144 48.8 51.2

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 4,639 2,584 2,055 55.7 44.3

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 5,562 3,764 1,798 67.7 32.3

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 18,090 6,559 11,510 36.3 63.6

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 9,080 3,618 5,462 39.8 60.2

Ｏ 教育，学習支援業 4,879 2,238 2,641 45.9 54.1

Ｐ 医療，福祉 26,470 6,614 19,856 25.0 75.0

Ｑ 複合サービス事業 1,903 1,150 753 60.4 39.6

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 15,020 8,769 6,251 58.4 41.6

※男女別不詳の従業者を含むため，男性と女性の合計とは一致しません。

男女別の従業者数をみると，男性は「製造業」の32,061人が最も多く，女性は「卸売

従業者数の男女構成をみると，男性は「電気・ガス・熱供給・水道業」の88.3％が最も

産業大分類別男女別従業者数　(民営事業所)
　(単位：人，％)

産業大分類

従業者数　(民営事業所)

女男
構成比

産業大分類

12.5％）,「宿泊業，飲食サービス業」の18,090人（同8.5％），「建設業」の15,220人

前回調査(2012年(平成24年))と比べると，17産業のうち，10産業で増加，7産業で減少

対前回
増減数

対前回
増減率

構成比

従業者数が最も多い産業は，「卸売業，小売業」の45,459人で，全産業（公務を除く）

次いで，「製造業」の44,868人（構成比21.1％），「医療，福祉」の26,470人（同

従業者数　(民営事業所)

　(単位：事業所，％)

「事業所数」の割合が最も高い産業大分類は「卸売業，小売業」

　(単位：人，％)

　事業所数が最も多い産業は，「卸売業，小売業」の5,647事業所で，全産業（公務を除

　次いで，「製造業」の2,671事業所（構成比12.3％），「宿泊業，飲食サービス業」の
2,425事業所（同11.2％），「生活関連サービス業，娯楽業」の2,008事業所（同

　上位3産業で全体の49.5％を占め，上位5産業でみると全体の67.3％を占めています。
前回調査(2012年(平成24年))と比べると，17産業のうち，7産業で増加，9産業で減少し

産業大分類別事業所数　(民営事業所)

産業大分類別従業者数　(民営事業所)

産業大分類

事業所数　(民営事業所)

対前回
増減数

対前回
増減率

構成比

Ｉ卸売業，小売業
5,647
26.0%

Ｅ製造業
2,671
12.3%

Ｍ宿泊業，

飲食サービス業
2,425
11.2%

Ｎ生活関連

サービス業，娯楽業
2,008
9.3%

Ｄ建設業
1,840
8.5%

Ｐ医療，福祉
1,555
7.2%

Ｋ不動産業，

物品賃貸業
1,477
6.8%

Ｒサービス業(他に分

類されないもの）
1,316
6.1%

その他,
2,744
12.7%

産業大分類別「事業所数」（民営事業所）

Ｉ卸売業，小売業

45,459人
21.4%

Ｅ製造業

44,868人
21.1%

Ｐ医療，福祉

26,470人
12.5%

Ｍ宿泊業，

飲食サービス業

18,090人
8.5%

Ｄ建設業

15,220人
7.2%

Ｒサービス業(他に分

類されないもの）

15,020人
7.1%

Ｈ運輸業，郵便業

14,337人
6.7%

Ｎ生活関連

サービス業，娯楽業

9,080人
4.3%

その他

23,946人
11.3%

産業大分類別「従業者数」（民営事業所）
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産業大分類別「従業者数」の推移（民営事業所）
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産業大分類・男女別「従業者数」構成比（民営事業所）

女

男



２　産業大分類別（民営事業所）

「従業者数」の割合が最も高い産業大分類も「卸売業，小売業」

(１) 事業所数

く）の26.0％を占めています。

9.3％），「建設業」の1,840事業所（同8.5％）と続いています。

ています。

2012年 2014年

（平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日

Ａ～Ｒ 全産業（Ｓ公務を除く） 21,666 21,683 17 0.1 100.0

Ａ～Ｂ 農林漁業 40 41 1 2.5 0.2

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 4 1 △ 3 △ 75.0 0.0

Ｄ 建設業 1,884 1,840 △ 44 △ 2.3 8.5

Ｅ 製造業 2,764 2,671 △ 93 △ 3.4 12.3

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 10 10 - 0.0 0.0

Ｇ 情報通信業 181 157 △ 24 △ 13.3 0.7

Ｈ 運輸業，郵便業 543 521 △ 22 △ 4.1 2.4

Ｉ 卸売業，小売業 5,595 5,647 52 0.9 26.0

Ｊ 金融業，保険業 353 375 22 6.2 1.7

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,456 1,477 21 1.4 6.8

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 797 817 20 2.5 3.8

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 2,436 2,425 △ 11 △ 0.5 11.2

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,032 2,008 △ 24 △ 1.2 9.3

Ｏ 教育，学習支援業 633 682 49 7.7 3.1

Ｐ 医療，福祉 1,407 1,555 148 10.5 7.2

Ｑ 複合サービス事業 148 140 △ 8 △ 5.4 0.6

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 1,383 1,316 △ 67 △ 4.8 6.1

(２) 従業者数

の21.4％を占めています。

（同7.2％）と続いています。
　上位3産業で全体の55.0％を占め，上位5産業でみると全体の70.6％を占めています。

しています。

2012年 2014年

（平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日

Ａ～Ｒ 全産業（Ｓ公務を除く） 206,888 212,490 5,602 2.7 100.0

Ａ～Ｂ 農林漁業 316 317 1 0.3 0.1

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 12 2 △ 10 △ 83.3 0.0

Ｄ 建設業 15,522 15,220 △ 302 △ 1.9 7.2

Ｅ 製造業 45,487 44,868 △ 619 △ 1.4 21.1

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 569 549 △ 20 △ 3.5 0.3

Ｇ 情報通信業 2,180 1,906 △ 274 △ 12.6 0.9

Ｈ 運輸業，郵便業 15,454 14,337 △ 1,117 △ 7.2 6.7

Ｉ 卸売業，小売業 43,813 45,459 1,646 3.8 21.4

Ｊ 金融業，保険業 4,041 4,189 148 3.7 2.0

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 4,339 4,639 300 6.9 2.2

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 4,914 5,562 648 13.2 2.6

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 17,486 18,090 604 3.5 8.5

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 9,660 9,080 △ 580 △ 6.0 4.3

Ｏ 教育，学習支援業 4,432 4,879 447 10.1 2.3

Ｐ 医療，福祉 23,483 26,470 2,987 12.7 12.5

Ｑ 複合サービス事業 1,434 1,903 469 32.7 0.9

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 13,746 15,020 1,274 9.3 7.1

(３)男女別

業，小売業」の22,251人が最も多いです。

高く，女性は「医療，福祉」の75.0％が最も高いです。

2014年

（平成26年）

7月1日 ※ 男 女

Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 212,490 119,351 93,083 56.2 43.8

Ａ～Ｂ 農林漁業 317 221 96 69.7 30.3

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 2 1 1 50.0 50.0

Ｄ 建設業 15,220 12,518 2,701 82.2 17.7

Ｅ 製造業 44,868 32,061 12,807 71.5 28.5

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 549 485 64 88.3 11.7

Ｇ 情報通信業 1,906 1,331 575 69.8 30.2

Ｈ 運輸業，郵便業 14,337 12,219 2,118 85.2 14.8

Ｉ 卸売業，小売業 45,459 23,174 22,251 51.0 48.9

Ｊ 金融業，保険業 4,189 2,045 2,144 48.8 51.2

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 4,639 2,584 2,055 55.7 44.3

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 5,562 3,764 1,798 67.7 32.3

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 18,090 6,559 11,510 36.3 63.6

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 9,080 3,618 5,462 39.8 60.2

Ｏ 教育，学習支援業 4,879 2,238 2,641 45.9 54.1

Ｐ 医療，福祉 26,470 6,614 19,856 25.0 75.0

Ｑ 複合サービス事業 1,903 1,150 753 60.4 39.6

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 15,020 8,769 6,251 58.4 41.6

※男女別不詳の従業者を含むため，男性と女性の合計とは一致しません。

男女別の従業者数をみると，男性は「製造業」の32,061人が最も多く，女性は「卸売

従業者数の男女構成をみると，男性は「電気・ガス・熱供給・水道業」の88.3％が最も

産業大分類別男女別従業者数　(民営事業所)
　(単位：人，％)

産業大分類

従業者数　(民営事業所)

女男
構成比

産業大分類

12.5％）,「宿泊業，飲食サービス業」の18,090人（同8.5％），「建設業」の15,220人

前回調査(2012年(平成24年))と比べると，17産業のうち，10産業で増加，7産業で減少

対前回
増減数

対前回
増減率

構成比

従業者数が最も多い産業は，「卸売業，小売業」の45,459人で，全産業（公務を除く）

次いで，「製造業」の44,868人（構成比21.1％），「医療，福祉」の26,470人（同

従業者数　(民営事業所)

　(単位：事業所，％)

「事業所数」の割合が最も高い産業大分類は「卸売業，小売業」

　(単位：人，％)

　事業所数が最も多い産業は，「卸売業，小売業」の5,647事業所で，全産業（公務を除

　次いで，「製造業」の2,671事業所（構成比12.3％），「宿泊業，飲食サービス業」の
2,425事業所（同11.2％），「生活関連サービス業，娯楽業」の2,008事業所（同

　上位3産業で全体の49.5％を占め，上位5産業でみると全体の67.3％を占めています。
前回調査(2012年(平成24年))と比べると，17産業のうち，7産業で増加，9産業で減少し

産業大分類別事業所数　(民営事業所)

産業大分類別従業者数　(民営事業所)

産業大分類

事業所数　(民営事業所)

対前回
増減数

対前回
増減率

構成比
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26.0%
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2,671
12.3%

Ｍ宿泊業，

飲食サービス業
2,425
11.2%

Ｎ生活関連

サービス業，娯楽業
2,008
9.3%

Ｄ建設業
1,840
8.5%

Ｐ医療，福祉
1,555
7.2%

Ｋ不動産業，

物品賃貸業
1,477
6.8%

Ｒサービス業(他に分

類されないもの）
1,316
6.1%

その他,
2,744
12.7%

産業大分類別「事業所数」（民営事業所）
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飲食サービス業

18,090人
8.5%

Ｄ建設業

15,220人
7.2%

Ｒサービス業(他に分

類されないもの）

15,020人
7.1%

Ｈ運輸業，郵便業

14,337人
6.7%

Ｎ生活関連

サービス業，娯楽業

9,080人
4.3%

その他

23,946人
11.3%

産業大分類別「従業者数」（民営事業所）
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２　産業大分類別（民営事業所）

「従業者数」の割合が最も高い産業大分類も「卸売業，小売業」

(１) 事業所数

く）の26.0％を占めています。

9.3％），「建設業」の1,840事業所（同8.5％）と続いています。

ています。

2012年 2014年

（平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日

Ａ～Ｒ 全産業（Ｓ公務を除く） 21,666 21,683 17 0.1 100.0

Ａ～Ｂ 農林漁業 40 41 1 2.5 0.2

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 4 1 △ 3 △ 75.0 0.0

Ｄ 建設業 1,884 1,840 △ 44 △ 2.3 8.5

Ｅ 製造業 2,764 2,671 △ 93 △ 3.4 12.3

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 10 10 - 0.0 0.0

Ｇ 情報通信業 181 157 △ 24 △ 13.3 0.7

Ｈ 運輸業，郵便業 543 521 △ 22 △ 4.1 2.4

Ｉ 卸売業，小売業 5,595 5,647 52 0.9 26.0

Ｊ 金融業，保険業 353 375 22 6.2 1.7

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,456 1,477 21 1.4 6.8

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 797 817 20 2.5 3.8

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 2,436 2,425 △ 11 △ 0.5 11.2

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,032 2,008 △ 24 △ 1.2 9.3

Ｏ 教育，学習支援業 633 682 49 7.7 3.1

Ｐ 医療，福祉 1,407 1,555 148 10.5 7.2

Ｑ 複合サービス事業 148 140 △ 8 △ 5.4 0.6

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 1,383 1,316 △ 67 △ 4.8 6.1

(２) 従業者数

の21.4％を占めています。

（同7.2％）と続いています。
　上位3産業で全体の55.0％を占め，上位5産業でみると全体の70.6％を占めています。

しています。

2012年 2014年

（平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日

Ａ～Ｒ 全産業（Ｓ公務を除く） 206,888 212,490 5,602 2.7 100.0

Ａ～Ｂ 農林漁業 316 317 1 0.3 0.1

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 12 2 △ 10 △ 83.3 0.0

Ｄ 建設業 15,522 15,220 △ 302 △ 1.9 7.2

Ｅ 製造業 45,487 44,868 △ 619 △ 1.4 21.1

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 569 549 △ 20 △ 3.5 0.3

Ｇ 情報通信業 2,180 1,906 △ 274 △ 12.6 0.9

Ｈ 運輸業，郵便業 15,454 14,337 △ 1,117 △ 7.2 6.7

Ｉ 卸売業，小売業 43,813 45,459 1,646 3.8 21.4

Ｊ 金融業，保険業 4,041 4,189 148 3.7 2.0

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 4,339 4,639 300 6.9 2.2

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 4,914 5,562 648 13.2 2.6

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 17,486 18,090 604 3.5 8.5

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 9,660 9,080 △ 580 △ 6.0 4.3

Ｏ 教育，学習支援業 4,432 4,879 447 10.1 2.3

Ｐ 医療，福祉 23,483 26,470 2,987 12.7 12.5

Ｑ 複合サービス事業 1,434 1,903 469 32.7 0.9

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 13,746 15,020 1,274 9.3 7.1

(３)男女別

業，小売業」の22,251人が最も多いです。

高く，女性は「医療，福祉」の75.0％が最も高いです。

2014年

（平成26年）

7月1日 ※ 男 女

Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 212,490 119,351 93,083 56.2 43.8

Ａ～Ｂ 農林漁業 317 221 96 69.7 30.3

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 2 1 1 50.0 50.0

Ｄ 建設業 15,220 12,518 2,701 82.2 17.7

Ｅ 製造業 44,868 32,061 12,807 71.5 28.5

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 549 485 64 88.3 11.7

Ｇ 情報通信業 1,906 1,331 575 69.8 30.2

Ｈ 運輸業，郵便業 14,337 12,219 2,118 85.2 14.8

Ｉ 卸売業，小売業 45,459 23,174 22,251 51.0 48.9

Ｊ 金融業，保険業 4,189 2,045 2,144 48.8 51.2

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 4,639 2,584 2,055 55.7 44.3

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 5,562 3,764 1,798 67.7 32.3

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 18,090 6,559 11,510 36.3 63.6

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 9,080 3,618 5,462 39.8 60.2

Ｏ 教育，学習支援業 4,879 2,238 2,641 45.9 54.1

Ｐ 医療，福祉 26,470 6,614 19,856 25.0 75.0

Ｑ 複合サービス事業 1,903 1,150 753 60.4 39.6

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 15,020 8,769 6,251 58.4 41.6

※男女別不詳の従業者を含むため，男性と女性の合計とは一致しません。

男女別の従業者数をみると，男性は「製造業」の32,061人が最も多く，女性は「卸売

従業者数の男女構成をみると，男性は「電気・ガス・熱供給・水道業」の88.3％が最も

産業大分類別男女別従業者数　(民営事業所)
　(単位：人，％)

産業大分類

従業者数　(民営事業所)

女男
構成比

産業大分類

12.5％）,「宿泊業，飲食サービス業」の18,090人（同8.5％），「建設業」の15,220人

前回調査(2012年(平成24年))と比べると，17産業のうち，10産業で増加，7産業で減少

対前回
増減数

対前回
増減率

構成比

従業者数が最も多い産業は，「卸売業，小売業」の45,459人で，全産業（公務を除く）

次いで，「製造業」の44,868人（構成比21.1％），「医療，福祉」の26,470人（同

従業者数　(民営事業所)

　(単位：事業所，％)

「事業所数」の割合が最も高い産業大分類は「卸売業，小売業」

　(単位：人，％)

　事業所数が最も多い産業は，「卸売業，小売業」の5,647事業所で，全産業（公務を除

　次いで，「製造業」の2,671事業所（構成比12.3％），「宿泊業，飲食サービス業」の
2,425事業所（同11.2％），「生活関連サービス業，娯楽業」の2,008事業所（同

　上位3産業で全体の49.5％を占め，上位5産業でみると全体の67.3％を占めています。
前回調査(2012年(平成24年))と比べると，17産業のうち，7産業で増加，9産業で減少し

産業大分類別事業所数　(民営事業所)

産業大分類別従業者数　(民営事業所)
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３　産業中分類別（民営事業所）

(１) 事業所数

　(単位：事業所，％)

2014年

（平成26年）

7月1日

21,683 100.0

1 76 飲食店 2,137 9.9

2 78 洗濯・理容・美容・浴場業 1,598 7.4

3 60 その他の小売業 1,515 7.0

4 69 不動産賃貸業・管理業 1,129 5.2

5 83 医療業 954 4.4

6 58 飲食料品小売業 946 4.4

7 59 機械器具小売業 782 3.6

8 06 総合工事業 757 3.5

9 82 その他の教育，学習支援業 621 2.9

10 07 職別工事業（設備工事業を除く） 596 2.7

(２) 従業者数

　(単位：人，％)

2014年

（平成26年）

7月1日

212,490 100.0

1 83 医療業 14,211 6.7

2 76 飲食店 13,310 6.3

3 85 社会保険・社会福祉・介護事業 12,194 5.7

4 58 飲食料品小売業 10,827 5.1

5 60 その他の小売業 9,792 4.6

6 44 道路貨物運送業 9,325 4.4

7 92 その他の事業サービス業 7,461 3.5

8 22 鉄鋼業 7,088 3.3

9 06 総合工事業 6,177 2.9

10 08 設備工事業 5,370 2.5

従業者数が最も多い産業は，医療業の14,211人で，全産業（公務を除く）の6.7％を占

次いで，飲食店の13,310人（構成比6.3％），社会保険・社会福祉・介護事業の12,194
人（同5.7％），飲食料品小売業の10,827人（同5.1％），その他の小売業の9,792人

（同4.6％）と続いています。
　上位3産業で全体の18.7％を占め，上位5産業でみると全体の28.4％を占めています。

産業中分類別「従業者数」（民営事業所）　（上位10分類）

順位 産業中分類

構成比

　　全産業（公務を除く）

従業者数（民営事業所）

めています。

　　全産業（公務を除く）

「事業所数」の全産業に占める割合が最も高い産業中分類は「飲食店」

事業所数が最も多い産業は，飲食店の2,137事業所で，全産業（公務を除く）の9.9％を

次いで，洗濯・理容・美容・浴場業の1,598事業所（構成比7.4％），その他の小売業の
1,515事業所（同7.0％），不動産賃貸業・管理業の1,129事業所（同5.2％），医療業の
954事業所（同4.4％）と続いています。
　上位3産業で全体の24.2％を占め，上位5産業でみると全体の33.8％を占めています。

「従業者数」の全産業に占める割合が最も高い産業中分類は「医療業」

産業中分類別「事業所数」（民営事業所）　（上位10分類）

順位 産業中分類

構成比

事業所数（民営事業所）

占めています。



３　産業中分類別（民営事業所）

(１) 事業所数

　(単位：事業所，％)

2014年

（平成26年）

7月1日

21,683 100.0

1 76 飲食店 2,137 9.9

2 78 洗濯・理容・美容・浴場業 1,598 7.4

3 60 その他の小売業 1,515 7.0

4 69 不動産賃貸業・管理業 1,129 5.2

5 83 医療業 954 4.4

6 58 飲食料品小売業 946 4.4

7 59 機械器具小売業 782 3.6

8 06 総合工事業 757 3.5

9 82 その他の教育，学習支援業 621 2.9

10 07 職別工事業（設備工事業を除く） 596 2.7

(２) 従業者数

　(単位：人，％)

2014年

（平成26年）

7月1日

212,490 100.0

1 83 医療業 14,211 6.7

2 76 飲食店 13,310 6.3

3 85 社会保険・社会福祉・介護事業 12,194 5.7

4 58 飲食料品小売業 10,827 5.1

5 60 その他の小売業 9,792 4.6

6 44 道路貨物運送業 9,325 4.4

7 92 その他の事業サービス業 7,461 3.5

8 22 鉄鋼業 7,088 3.3

9 06 総合工事業 6,177 2.9

10 08 設備工事業 5,370 2.5

従業者数が最も多い産業は，医療業の14,211人で，全産業（公務を除く）の6.7％を占

次いで，飲食店の13,310人（構成比6.3％），社会保険・社会福祉・介護事業の12,194
人（同5.7％），飲食料品小売業の10,827人（同5.1％），その他の小売業の9,792人

（同4.6％）と続いています。
　上位3産業で全体の18.7％を占め，上位5産業でみると全体の28.4％を占めています。

産業中分類別「従業者数」（民営事業所）　（上位10分類）

順位 産業中分類

構成比

　　全産業（公務を除く）

従業者数（民営事業所）

めています。

　　全産業（公務を除く）

「事業所数」の全産業に占める割合が最も高い産業中分類は「飲食店」

事業所数が最も多い産業は，飲食店の2,137事業所で，全産業（公務を除く）の9.9％を

次いで，洗濯・理容・美容・浴場業の1,598事業所（構成比7.4％），その他の小売業の
1,515事業所（同7.0％），不動産賃貸業・管理業の1,129事業所（同5.2％），医療業の
954事業所（同4.4％）と続いています。
　上位3産業で全体の24.2％を占め，上位5産業でみると全体の33.8％を占めています。

「従業者数」の全産業に占める割合が最も高い産業中分類は「医療業」

産業中分類別「事業所数」（民営事業所）　（上位10分類）

順位 産業中分類

構成比

事業所数（民営事業所）

占めています。

４　従業者規模別（民営事業所）

従業者数10人未満の事業所が民営事業所全体の約8割

ます。

人」及び「300人以上」の4区分で事業所数が増加し，その他の6区分で減少しています。

の事業所が全体の26.1％，従業者数10人以上の事業所が全体の73.9％を占めています。

人」及び「300人以上」の4区分で従業者数が増加,その他の5区分で減少しています。

　(単位：事業所，％，人)

2012年 2014年 2012年 2014年

（平成24年） （平成26年） （平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日 2月1日 7月1日

総　　　数 21,666 21,683 0.1 100.0 206,888 212,490 2.7 100.0

1 ～ 4 人 12,575 12,529 △ 0.4 57.8 27,186 26,747 △ 1.6 12.6

5 ～ 9 4,374 4,365 △ 0.2 20.1 28,749 28,717 △ 0.1 13.5

10 ～ 19 2,554 2,652 3.8 12.2 34,193 35,427 3.6 16.7

20 ～ 29 842 822 △ 2.4 3.8 20,122 19,673 △ 2.2 9.3

30 ～ 49 604 639 5.8 2.9 22,535 24,054 6.7 11.3

50 ～ 99 394 393 △ 0.3 1.8 26,377 26,353 △ 0.1 12.4

100 ～ 199 134 123 △ 8.2 0.6 18,084 16,556 △ 8.4 7.8

200 ～ 299 40 44 10.0 0.2 9,739 10,679 9.7 5.0

300 32 40 25.0 0.2 19,903 24,284 22.0 11.4

117 76 △ 35.0 0.4 - - - -

人 以 上

出向・派遣
従業者のみ

従業者規模別事業所数及び従業者数　(民営事業所)

従業者規模

事業所数　（民営事業所） 従業者数　（民営事業所）

対前回
増減率

構成比
対前回
増減率

構成比

多く，次いで「5～9人」が28,717人（同13.5％）などとなっており，従業者数10人未満

前回調査(2012年(平成24年))と比べると,「10～19人」，「30～49人」，「200～299

従業者規模別に事業所数をみると，「1～4人」が12,529事業所（構成比57.8％）と最も
多く，次いで「5～9人」が4,365事業所（同20.1％），「10～19人」が2,652事業所
（同12.2％）などとなっており，従業者数10人未満の事業所が全体の77.9％を占めてい

前回調査(2012年(平成24年))と比べると,「10～19人」，「30～49人」，「200～299

従業者規模別に従業者数をみると，「10～19人」が35,427人（構成比16.7％）と最も

57.8%

12.6%

20.1%

13.5%

12.2%

16.7%

3.8%

9.3%

2.9%

11.3%

1.8%

12.4%

1.0%

24.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所数

従業者数

従業者規模別「事業所及び従業者」構成比（民営事業所）

1～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人 100人以上



４　従業者規模別（民営事業所）

従業者数10人未満の事業所が民営事業所全体の約8割

ます。

人」及び「300人以上」の4区分で事業所数が増加し，その他の6区分で減少しています。

の事業所が全体の26.1％，従業者数10人以上の事業所が全体の73.9％を占めています。

人」及び「300人以上」の4区分で従業者数が増加,その他の5区分で減少しています。

　(単位：事業所，％，人)

2012年 2014年 2012年 2014年

（平成24年） （平成26年） （平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日 2月1日 7月1日

総　　　数 21,666 21,683 0.1 100.0 206,888 212,490 2.7 100.0

1 ～ 4 人 12,575 12,529 △ 0.4 57.8 27,186 26,747 △ 1.6 12.6

5 ～ 9 4,374 4,365 △ 0.2 20.1 28,749 28,717 △ 0.1 13.5

10 ～ 19 2,554 2,652 3.8 12.2 34,193 35,427 3.6 16.7

20 ～ 29 842 822 △ 2.4 3.8 20,122 19,673 △ 2.2 9.3

30 ～ 49 604 639 5.8 2.9 22,535 24,054 6.7 11.3

50 ～ 99 394 393 △ 0.3 1.8 26,377 26,353 △ 0.1 12.4

100 ～ 199 134 123 △ 8.2 0.6 18,084 16,556 △ 8.4 7.8

200 ～ 299 40 44 10.0 0.2 9,739 10,679 9.7 5.0
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多く，次いで「5～9人」が28,717人（同13.5％）などとなっており，従業者数10人未満

前回調査(2012年(平成24年))と比べると,「10～19人」，「30～49人」，「200～299

従業者規模別に事業所数をみると，「1～4人」が12,529事業所（構成比57.8％）と最も
多く，次いで「5～9人」が4,365事業所（同20.1％），「10～19人」が2,652事業所
（同12.2％）などとなっており，従業者数10人未満の事業所が全体の77.9％を占めてい

前回調査(2012年(平成24年))と比べると,「10～19人」，「30～49人」，「200～299

従業者規模別に従業者数をみると，「10～19人」が35,427人（構成比16.7％）と最も
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５　従業上の地位別（民営事業所）

雇用者のうち「正社員・正職員以外」及び「臨時雇用者」が36.8％

を占めています。

時雇用者」で雇用者全体の36.8％を占めています。

員」及び「臨時雇用者」が減少し，「常用雇用者」が増加しました。

比30.9％），女性が43,032人（構成比69.1％）となっています。

　(単位：人，％)

2012年 2014年

（平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日※

206,888 212,490 5,602 2.7 100.0 -

10,952 9,882 △ 1,070 △ 9.8 4.7 -

16,328 15,481 △ 847 △ 5.2 7.3 -
179,608 187,127 7,519 4.2 88.1 100.0
171,520 180,491 8,971 5.2 84.9 96.5

正社員・正職員 114,184 118,208 4,024 3.5 55.6 63.2

正社員・正職員以外 57,336 62,283 4,947 8.6 29.3 33.3

8,088 6,636 △ 1,452 △ 18.0 3.1 3.5

※男女別不詳の従業者を含むため，男性と女性の合計とは一致しません。

　(単位：人，％)

男 女

119,351 100.0 93,083 100.0 56.2 43.8

5,947 5.0 3,935 4.2 60.2 39.8

10,801 9.0 4,679 5.0 69.8 30.2

102,603 86.0 84,469 90.7 54.8 45.1

99,905 83.7 80,531 86.5 55.4 44.6

正社員・正職員 80,669 67.6 37,499 40.3 68.2 31.7

正社員・正職員以外 19,236 16.1 43,032 46.2 30.9 69.1

2,698 2.3 3,938 4.2 40.7 59.3

前回調査(2012年(平成24年))と比べると,「個人業主・無給の家族従業者」，「有給役

従業上の地位別従業者数(民営事業所)

　男女別に従業者数をみると，「正社員・正職員」は，男性が80,669人（構成比68.2％），
女性が37,499人（構成比31.7％）で，「正社員・正社員以外」は，男性が19,236人（構成

男性従業者
全体の割合

女性従業者
全体の割合

男 女
構成比

従業上の地位別男女別従業者数(民営事業所)

従業上の地位

男女別従業者数（民営事業所）　　　2014年（平成26年）7月1日

従業上の地位別に従業者数をみると，「雇用者」が187,127人で，従業者全体の88.1％

「雇用者」の内訳をみると，「正社員・正職員」が118,208人（雇用者全体の63.2％），
パート・アルバイトなどの「正社員・正職員以外」が62,283人（同33.3％），日々雇用な
どの「臨時雇用者」が6,636人（同3.5％）となっており，「正社員・正職員以外」と「臨

臨時雇用者

従業上の地位

従業者数（民営事業所）

対前回
増減数
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比30.9％），女性が43,032人（構成比69.1％）となっています。

　(単位：人，％)
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（平成24年） （平成26年）
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206,888 212,490 5,602 2.7 100.0 -

10,952 9,882 △ 1,070 △ 9.8 4.7 -

16,328 15,481 △ 847 △ 5.2 7.3 -
179,608 187,127 7,519 4.2 88.1 100.0
171,520 180,491 8,971 5.2 84.9 96.5

正社員・正職員 114,184 118,208 4,024 3.5 55.6 63.2

正社員・正職員以外 57,336 62,283 4,947 8.6 29.3 33.3

8,088 6,636 △ 1,452 △ 18.0 3.1 3.5

※男女別不詳の従業者を含むため，男性と女性の合計とは一致しません。

　(単位：人，％)

男 女

119,351 100.0 93,083 100.0 56.2 43.8

5,947 5.0 3,935 4.2 60.2 39.8

10,801 9.0 4,679 5.0 69.8 30.2

102,603 86.0 84,469 90.7 54.8 45.1
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・
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Ｋ Ｌ
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事
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楽
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宿
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食
サ
ー
ビ
ス
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Ｉ Ｊ

雇
用
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常
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雇
用
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電
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ス
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熱
供
給
・
水
道
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製
造
業

建
設
業

鉱
業
，
採
石
業
，

砂
利
採
取
業

金
融
業
，
保
険
業

卸
売
業
，
小
売
業

運
輸
業
，
郵
便
業

情
報
通
信
業

従
業
上
の
地
位
(
民
営
事
業
所
)

臨
時

雇
用
者

Ｇ ＨＥ ＦＣ Ｄ

Ａ
～
Ｒ

Ａ
～
Ｂ

正
社
員
・

正
職
員

正
社
員
・

正
職
員
以
外

６　経営組織別（民営事業所）

「法人」の事業所が民営事業所全体の約6割

59事業所（同0.3％）となっています。

し，「法人」が増加しました。

（同0.1％）となっています。

ない団体」が増加しました。

　(単位：事業所，％，人)

2012年 2014年 2012年 2014年

（平成24年） （平成26年） （平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日 2月1日 7月1日

21,666 21,683 0.1 100.0 206,888 212,490 2.7 100.0

8,514 8,116 △ 4.7 37.4 23,590 22,170 △ 6.0 10.4

13,085 13,508 3.2 62.3 183,125 190,082 3.8 89.5

会社 11,705 11,995 2.5 55.3 159,320 163,484 2.6 76.9

会社以外の法人 1,380 1,513 9.6 7.0 23,805 26,598 11.7 12.5

67 59 △ 11.9 0.3 173 238 37.6 0.1

経営組織別事業所数及び従業者数　(民営事業所)

経営組織

事業所数（民営事業所）

個人経営

法人

法人でない団体

経営組織別に事業所数をみると，「法人」が13,508事業所で，全体の62.3％を占めて
います。次いで，「個人経営」が8,116事業所（構成比37.4％），「法人でない団体」が

経営組織別に従業者数をみると，「法人」が190,082人で，全体の89.5％を占めていま
す。次いで，「個人経営」が22,170人（構成比10.4％），「法人でない団体」が238人

総　数

従業者数（民営事業所）

対前回
増減率

構成比
対前回
増減率

構成比

前回調査(2012年(平成24年))と比べると,「個人経営」及び「法人でない団体」が減少

前回調査(2012年(平成24年))と比べると,「個人経営」が減少し，「法人」及び「法人で
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７　産業大分類別事業所数及び従業者数（民営事業所）（全国，広島県，福山市）
　(単位：事業所，％，人)

2012年 2014年 2012年 2014年

（平成24年） （平成26年） （平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日 2月1日 7月1日

全国

Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 5,453,635 5,541,634 1.6 55,837,252 57,427,704 2.8
Ａ～Ｂ 農林漁業 30,717 32,822 6.9 356,215 354,455 △ 0.5

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 2,286 1,980 △ 13.4 21,427 19,894 △ 7.2

Ｄ 建設業 525,457 515,079 △ 2.0 3,876,621 3,791,583 △ 2.2

Ｅ 製造業 493,380 487,061 △ 1.3 9,247,717 9,188,125 △ 0.6

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 3,935 4,506 14.5 201,426 196,848 △ 2.3

Ｇ 情報通信業 67,204 66,236 △ 1.4 1,627,310 1,630,679 0.2

Ｈ 運輸業，郵便業 135,468 134,118 △ 1.0 3,301,682 3,248,284 △ 1.6

Ｉ 卸売業，小売業 1,405,021 1,407,235 0.2 11,746,468 12,031,345 2.4

Ｊ 金融業，保険業 88,831 87,015 △ 2.0 1,589,449 1,512,904 △ 4.8

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 379,719 384,240 1.2 1,473,840 1,491,725 1.2

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 219,470 228,411 4.1 1,663,790 1,786,708 7.4

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 711,733 725,090 1.9 5,420,832 5,489,571 1.3

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 480,617 486,006 1.1 2,545,797 2,508,495 △ 1.5

Ｏ 教育，学習支援業 161,287 169,956 5.4 1,721,559 1,802,787 4.7

Ｐ 医療，福祉 358,997 418,640 16.6 6,178,938 7,191,248 16.4

Ｑ 複合サービス事業 33,357 34,848 4.5 342,426 518,722 51.5

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 356,156 358,391 0.6 4,521,755 4,664,331 3.2

広島県

Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 129,504 130,789 1.0 1,287,533 1,296,824 0.7
Ａ～Ｂ 農林漁業 739 825 11.6 10,222 9,770 △ 4.4

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 38 22 △ 42.1 280 161 △ 42.5

Ｄ 建設業 12,207 11,833 △ 3.1 88,246 84,754 △ 4.0

Ｅ 製造業 11,005 10,884 △ 1.1 242,834 237,428 △ 2.2

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 87 106 21.8 5,768 5,774 0.1

Ｇ 情報通信業 1,307 1,247 △ 4.6 22,294 19,903 △ 10.7

Ｈ 運輸業，郵便業 3,791 3,621 △ 4.5 86,041 79,858 △ 7.2

Ｉ 卸売業，小売業 34,350 34,332 △ 0.1 272,955 276,543 1.3

Ｊ 金融業，保険業 2,110 2,118 0.4 31,490 29,153 △ 7.4

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 9,305 9,633 3.5 32,162 32,170 0.0

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 5,245 5,409 3.1 33,088 35,715 7.9

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 15,589 15,811 1.4 109,495 110,986 1.4

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 11,418 11,266 △ 1.3 54,699 52,084 △ 4.8

Ｏ 教育，学習支援業 4,035 4,225 4.7 38,861 36,839 △ 5.2

Ｐ 医療，福祉 8,730 9,999 14.5 150,577 175,176 16.3

Ｑ 複合サービス事業 1,048 1,015 △ 3.1 10,542 14,043 33.2

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 8,500 8,443 △ 0.7 97,979 96,467 △ 1.5

福山市

Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 21,666 21,683 0.1 206,888 212,490 2.7
Ａ～Ｂ 農林漁業 40 41 2.5 316 317 0.3

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 4 1 △ 75.0 12 2 △ 83.3

Ｄ 建設業 1,884 1,840 △ 2.3 15,522 15,220 △ 1.9

Ｅ 製造業 2,764 2,671 △ 3.4 45,487 44,868 △ 1.4

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 10 10 0.0 569 549 △ 3.5

Ｇ 情報通信業 181 157 △ 13.3 2,180 1,906 △ 12.6

Ｈ 運輸業，郵便業 543 521 △ 4.1 15,454 14,337 △ 7.2

Ｉ 卸売業，小売業 5,595 5,647 0.9 43,813 45,459 3.8

Ｊ 金融業，保険業 353 375 6.2 4,041 4,189 3.7

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,456 1,477 1.4 4,339 4,639 6.9

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 797 817 2.5 4,914 5,562 13.2

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 2,436 2,425 △ 0.5 17,486 18,090 3.5

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,032 2,008 △ 1.2 9,660 9,080 △ 6.0

Ｏ 教育，学習支援業 633 682 7.7 4,432 4,879 10.1

Ｐ 医療，福祉 1,407 1,555 10.5 23,483 26,470 12.7

Ｑ 複合サービス事業 148 140 △ 5.4 1,434 1,903 32.7

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 1,383 1,316 △ 4.8 13,746 15,020 9.3

事業所数（民営事業所） 従業者数（民営事業所）

産業大分類
対前回
増減率

対前回
増減率



７　産業大分類別事業所数及び従業者数（民営事業所）（全国，広島県，福山市）
　(単位：事業所，％，人)

2012年 2014年 2012年 2014年

（平成24年） （平成26年） （平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日 2月1日 7月1日

全国

Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 5,453,635 5,541,634 1.6 55,837,252 57,427,704 2.8
Ａ～Ｂ 農林漁業 30,717 32,822 6.9 356,215 354,455 △ 0.5

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 2,286 1,980 △ 13.4 21,427 19,894 △ 7.2

Ｄ 建設業 525,457 515,079 △ 2.0 3,876,621 3,791,583 △ 2.2

Ｅ 製造業 493,380 487,061 △ 1.3 9,247,717 9,188,125 △ 0.6

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 3,935 4,506 14.5 201,426 196,848 △ 2.3

Ｇ 情報通信業 67,204 66,236 △ 1.4 1,627,310 1,630,679 0.2

Ｈ 運輸業，郵便業 135,468 134,118 △ 1.0 3,301,682 3,248,284 △ 1.6

Ｉ 卸売業，小売業 1,405,021 1,407,235 0.2 11,746,468 12,031,345 2.4

Ｊ 金融業，保険業 88,831 87,015 △ 2.0 1,589,449 1,512,904 △ 4.8

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 379,719 384,240 1.2 1,473,840 1,491,725 1.2

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 219,470 228,411 4.1 1,663,790 1,786,708 7.4

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 711,733 725,090 1.9 5,420,832 5,489,571 1.3

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 480,617 486,006 1.1 2,545,797 2,508,495 △ 1.5

Ｏ 教育，学習支援業 161,287 169,956 5.4 1,721,559 1,802,787 4.7

Ｐ 医療，福祉 358,997 418,640 16.6 6,178,938 7,191,248 16.4

Ｑ 複合サービス事業 33,357 34,848 4.5 342,426 518,722 51.5

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 356,156 358,391 0.6 4,521,755 4,664,331 3.2

広島県

Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 129,504 130,789 1.0 1,287,533 1,296,824 0.7
Ａ～Ｂ 農林漁業 739 825 11.6 10,222 9,770 △ 4.4

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 38 22 △ 42.1 280 161 △ 42.5

Ｄ 建設業 12,207 11,833 △ 3.1 88,246 84,754 △ 4.0

Ｅ 製造業 11,005 10,884 △ 1.1 242,834 237,428 △ 2.2

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 87 106 21.8 5,768 5,774 0.1

Ｇ 情報通信業 1,307 1,247 △ 4.6 22,294 19,903 △ 10.7

Ｈ 運輸業，郵便業 3,791 3,621 △ 4.5 86,041 79,858 △ 7.2

Ｉ 卸売業，小売業 34,350 34,332 △ 0.1 272,955 276,543 1.3

Ｊ 金融業，保険業 2,110 2,118 0.4 31,490 29,153 △ 7.4

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 9,305 9,633 3.5 32,162 32,170 0.0

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 5,245 5,409 3.1 33,088 35,715 7.9

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 15,589 15,811 1.4 109,495 110,986 1.4

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 11,418 11,266 △ 1.3 54,699 52,084 △ 4.8

Ｏ 教育，学習支援業 4,035 4,225 4.7 38,861 36,839 △ 5.2

Ｐ 医療，福祉 8,730 9,999 14.5 150,577 175,176 16.3

Ｑ 複合サービス事業 1,048 1,015 △ 3.1 10,542 14,043 33.2

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 8,500 8,443 △ 0.7 97,979 96,467 △ 1.5

福山市

Ａ～Ｒ 全産業（S公務を除く） 21,666 21,683 0.1 206,888 212,490 2.7
Ａ～Ｂ 農林漁業 40 41 2.5 316 317 0.3

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 4 1 △ 75.0 12 2 △ 83.3

Ｄ 建設業 1,884 1,840 △ 2.3 15,522 15,220 △ 1.9

Ｅ 製造業 2,764 2,671 △ 3.4 45,487 44,868 △ 1.4

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 10 10 0.0 569 549 △ 3.5

Ｇ 情報通信業 181 157 △ 13.3 2,180 1,906 △ 12.6

Ｈ 運輸業，郵便業 543 521 △ 4.1 15,454 14,337 △ 7.2

Ｉ 卸売業，小売業 5,595 5,647 0.9 43,813 45,459 3.8

Ｊ 金融業，保険業 353 375 6.2 4,041 4,189 3.7

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,456 1,477 1.4 4,339 4,639 6.9

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 797 817 2.5 4,914 5,562 13.2

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 2,436 2,425 △ 0.5 17,486 18,090 3.5

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,032 2,008 △ 1.2 9,660 9,080 △ 6.0

Ｏ 教育，学習支援業 633 682 7.7 4,432 4,879 10.1

Ｐ 医療，福祉 1,407 1,555 10.5 23,483 26,470 12.7

Ｑ 複合サービス事業 148 140 △ 5.4 1,434 1,903 32.7

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 1,383 1,316 △ 4.8 13,746 15,020 9.3

事業所数（民営事業所） 従業者数（民営事業所）

産業大分類
対前回
増減率

対前回
増減率

８　事業所数及び従業者数（民営事業所）（全国，広島県内市区町，近隣市）
　(単位：事業所，％，人)

2012年 2014年 2012年 2014年

（平成24年） （平成26年） （平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日 2月1日 7月1日

5,453,635 5,541,634 1.6 55,837,252 57,427,704 2.8

129,504 130,789 1.0 1,287,533 1,296,824 0.7

53,302 54,807 2.8 571,528 579,888 1.5

中 区 15,316 15,986 4.4 170,310 175,220 2.9

東 区 3,761 3,794 0.9 37,118 37,115 0.0

南 区 7,485 7,570 1.1 92,119 95,009 3.1

西 区 8,740 8,980 2.7 101,221 93,343 △ 7.8

安 佐 南 区 6,961 7,235 3.9 69,047 71,362 3.4

安 佐 北 区 4,665 4,727 1.3 44,008 45,415 3.2

安 芸 区 1,930 1,982 2.7 21,097 22,226 5.4

佐 伯 区 4,444 4,533 2.0 36,608 40,198 9.8

10,127 10,067 △ 0.6 92,997 94,876 2.0

1,423 1,384 △ 2.7 10,954 10,842 △ 1.0

4,562 4,503 △ 1.3 43,622 43,893 0.6

7,714 7,603 △ 1.4 60,380 60,377 0.0

21,666 21,683 0.1 206,888 212,490 2.7

2,480 2,420 △ 2.4 20,492 19,404 △ 5.3

3,039 3,038 0.0 23,997 24,612 2.6

2,121 2,058 △ 3.0 15,588 15,429 △ 1.0

1,281 1,256 △ 2.0 13,904 13,731 △ 1.2

7,087 7,231 2.0 86,871 83,090 △ 4.4

4,225 4,303 1.8 39,944 41,731 4.5

1,352 1,357 0.4 12,710 13,105 3.1

1,283 1,212 △ 5.5 8,102 7,497 △ 7.5

安 芸 郡 府 中 町 1,658 1,705 2.8 25,743 23,863 △ 7.3

海 田 町 1,189 1,190 0.1 13,098 12,329 △ 5.9

熊 野 町 770 758 △ 1.6 5,897 5,955 1.0

坂 町 472 495 4.9 7,727 8,084 4.6

山 県 郡 安芸太田町 499 493 △ 1.2 2,637 2,517 △ 4.6

北 広 島 町 1,194 1,160 △ 2.8 10,932 10,093 △ 7.7

豊 田 郡 大崎上島町 610 606 △ 0.7 3,515 3,478 △ 1.1

世 羅 郡 世 羅 町 907 915 0.9 6,604 6,513 △ 1.4

神 石 郡 神石高原町 543 545 0.4 3,403 3,027 △ 11.0

岡 山 県 倉 敷 市 18,612 18,795 1.0 202,999 204,032 0.5

笠 岡 市 2,041 2,012 △ 1.4 18,224 18,610 2.1

井 原 市 1,815 1,774 △ 2.3 15,746 15,231 △ 3.3

対前回
増減率

近 隣 市

江 田 島 市

大 竹 市

東 広 島 市

廿 日 市 市

事業所数（民営事業所） 従業者数（民営事業所）

安 芸 高 田 市

三 原 市

尾 道 市

福 山 市

広 島 市

呉 市

竹 原 市

広 島 県 計

府 中 市

三 次 市

庄 原 市

全 国

都市
対前回
増減率



８　事業所数及び従業者数（民営事業所）（全国，広島県内市区町，近隣市）
　(単位：事業所，％，人)

2012年 2014年 2012年 2014年

（平成24年） （平成26年） （平成24年） （平成26年）

2月1日 7月1日 2月1日 7月1日

5,453,635 5,541,634 1.6 55,837,252 57,427,704 2.8

129,504 130,789 1.0 1,287,533 1,296,824 0.7

53,302 54,807 2.8 571,528 579,888 1.5

中 区 15,316 15,986 4.4 170,310 175,220 2.9

東 区 3,761 3,794 0.9 37,118 37,115 0.0

南 区 7,485 7,570 1.1 92,119 95,009 3.1

西 区 8,740 8,980 2.7 101,221 93,343 △ 7.8

安 佐 南 区 6,961 7,235 3.9 69,047 71,362 3.4

安 佐 北 区 4,665 4,727 1.3 44,008 45,415 3.2

安 芸 区 1,930 1,982 2.7 21,097 22,226 5.4

佐 伯 区 4,444 4,533 2.0 36,608 40,198 9.8

10,127 10,067 △ 0.6 92,997 94,876 2.0

1,423 1,384 △ 2.7 10,954 10,842 △ 1.0

4,562 4,503 △ 1.3 43,622 43,893 0.6

7,714 7,603 △ 1.4 60,380 60,377 0.0

21,666 21,683 0.1 206,888 212,490 2.7

2,480 2,420 △ 2.4 20,492 19,404 △ 5.3

3,039 3,038 0.0 23,997 24,612 2.6

2,121 2,058 △ 3.0 15,588 15,429 △ 1.0

1,281 1,256 △ 2.0 13,904 13,731 △ 1.2

7,087 7,231 2.0 86,871 83,090 △ 4.4

4,225 4,303 1.8 39,944 41,731 4.5

1,352 1,357 0.4 12,710 13,105 3.1

1,283 1,212 △ 5.5 8,102 7,497 △ 7.5

安 芸 郡 府 中 町 1,658 1,705 2.8 25,743 23,863 △ 7.3

海 田 町 1,189 1,190 0.1 13,098 12,329 △ 5.9

熊 野 町 770 758 △ 1.6 5,897 5,955 1.0

坂 町 472 495 4.9 7,727 8,084 4.6

山 県 郡 安芸太田町 499 493 △ 1.2 2,637 2,517 △ 4.6

北 広 島 町 1,194 1,160 △ 2.8 10,932 10,093 △ 7.7

豊 田 郡 大崎上島町 610 606 △ 0.7 3,515 3,478 △ 1.1

世 羅 郡 世 羅 町 907 915 0.9 6,604 6,513 △ 1.4

神 石 郡 神石高原町 543 545 0.4 3,403 3,027 △ 11.0

岡 山 県 倉 敷 市 18,612 18,795 1.0 202,999 204,032 0.5

笠 岡 市 2,041 2,012 △ 1.4 18,224 18,610 2.1

井 原 市 1,815 1,774 △ 2.3 15,746 15,231 △ 3.3

対前回
増減率

近 隣 市

江 田 島 市

大 竹 市

東 広 島 市

廿 日 市 市

事業所数（民営事業所） 従業者数（民営事業所）

安 芸 高 田 市

三 原 市

尾 道 市

福 山 市

広 島 市

呉 市

竹 原 市

広 島 県 計

府 中 市

三 次 市

庄 原 市

全 国

都市
対前回
増減率


